
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 横浜市の総合事業実施の基本的考え方 

 
 
【移行スケジュール】 ※平成 28 年 1 月～総合事業への移行開始 

 ※平成 29 年 4 月～総合事業本格実施 

横浜市における介護予防・日常生活支援総合事業の実施について 

1 介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）とは 

（１）目的 
介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」）は、市町村が中心となって、地域の実情

に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することで、地域の支え合いの
体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目的と
しています。 

（２）総合事業の構成 

 

 

※ 上記はサービスの典型例として示しているもの。市町村はこの

例を踏まえて地域の実情に応じたサービス内容を検討する。 

● 要介護状態の予防と自立に向けた支援  ● 多様で柔軟な生活支援のある地域づくり 

３ 平成 28 年 1 月移行当初の総合事業 
（１）対象者及び利用手続き 

 

（２）サービス内容 
① 現行の事業者等による介護予防訪問介護及び介護予防通所介護に相当するサービス（現行相当のサービス） 
ア サービスの基準 ＝ 現行基準と同様（人員・設備・運営） 
イ 単価（単位） ＝ 訪問は現行と同等の１月あたりの包括単位に加え、１回あたりの単位等を追加 
            通所は現行の要支援１及び要支援２の区分を回数等を基準に整理 
ウ 利用者負担割合 ＝ 介護給付と同じ 
エ 利用限度額 ＝ 要支援者…現行の利用限度額と同じ 
 事業対象者…要支援１の利用限度額と同じ 

② 訪問型サービス C（短期集中予防サービス） 
ア サービス内容 ＝ 早期介入による閉じこもり予防及び改善、社会参加の促進並びに介護予防を目的に、

３～６か月の短期間で集中的に実施 
イ サービス提供者 ＝ 区福祉保健センターの嘱託看護師、保健師 
ウ 利用者負担   ＝ なし 

③ 介護予防ケアマネジメント 
地域包括支援センターが要支援者等に対するアセスメントを行い、その状態や置かれている環境等に応じて、

目標を設定し、達成に向けて介護予防の取組み（現行相当のサービスや一般介護予防事業など）を生活の中に取
り入れ、自ら実施・評価できるよう支援。地域包括支援センターは、業務の一部を居宅介護支援事業所へ委託す
ることも可能。 

 

① 対象者 
ア 28 年１月以降に、新規・更

新により要支援認定を受け
た方 

イ チェックリストにより事業
対象者と判断された方 

② 利用手続き 
ア 要介護認定申請 
  →要支援認定 

→介護予防サービス計画
イ チェックリスト 
  →サービス事業対象者 

→介護予防ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
 
※チェックリストについては、移行当
初は一部の地域包括支援センター
の住民を対象に試行実施。 

（※        部分）

４ その他多様なサービスについて 

（１）緩和した基準によるサービス（サービス A） 
現在実施している事業所調査等の結果を踏まえてサービス内容を決定し、平成 28 年度に順次導入。 

（２）その他の多様なサービス（サービス B など） 
現在実施しているインフォーマルサービスの調査結果や、生活支援・介護予防の基盤整備に向けた生活支援体制

整備事業（生活支援コーディネーター及び協議体の設置）に係る介護保険運営協議会のご意見等を踏まえ、平成
29 年度の本格実施に向けて内容を検討。 

 

健康福祉・医療委員会資料 
平成 27 年 9 月 15 日 
健 康 福 祉 局 

※      
＝28 年１月から 

本市で実施するサービス 
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＊②、③について、現在の事業を継続して 

実施 

＊⑤について、27 年 10 月から 2 区でモデル

実施 


